
平成25年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成24年度 施策評価シート（震災復興用） 政策 2 施策 3

決算（見込）額
（千円）

年度
平成23年度
（決算額）

平成24年度
（決算（見込）額）

平成25年度
（決算（見込）額）

施策名 3 だれもが住みよい地域社会の構築
施策担当

部局

震災復興・企画部，
保健福祉部，経済商
工観光部，教育庁

「宮城県震災
復興計画」に
おける体系

政策名 2 保健・医療・福祉提供体制の回復
評価担当

部局
（作成担当

課室）

県事業費 5,246,931 9,782,800 -

保健福祉部
（障害福祉課）

【保健・医療・福祉】

施策の方向

（「宮城の
将来ビジョン
・震災復興

実施計画」の
行動方針）

❶県民の心のケア
◇　震災に伴うＰＴＳＤ等の心の問題に長期的に対応するとともに，被災精神障害者の医療と地域生活を支援する。ま
た，県民への自殺予防のための広報啓発など自殺予防対策を推進する。
❷社会福祉施設等の整備
◇　被災した特別養護老人ホーム，障害者支援施設等の社会福祉施設やグループホーム・ケアホーム等の応急的復
旧を図る。
◇　被災市町村のまちづくりと歩調を合わせながら，必要な施設，事業所等の適正配置を進め，いつでも必要な支援
やサービスが利用でき，だれもが安心して生活できる地域環境づくりを推進する。
❸支え合い地域社会の構築
◇　地域の支え合い活動の立ち上げ支援や地域活動の拠点整備等を実施するとともに，地域における相談体制の整
備等の支援を行い，高齢者や障害者等が安心して生活できる地域コミュニティの構築等を進める。

(指標測定年度) (指標測定年度) (指標測定年度) 達成率 (指標測定年度)

※決算（見込）額は再掲分含む

目標
指標
等

　■達成度　　Ａ：｢目標値を達成している｣（達成率 100%以上）　　　Ｂ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%以上100%未満｣
　　　　　　　　　　 Ｃ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%未満｣　　 Ｎ：「実績値が把握できない等の理由で，判定できない」

　■達成率（%）　フロー型：実績値／目標値
　　　　　　　　　　　　ストック型：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）

初期値 目標値 実績値 達成度 計画期間目標値

2
被災した障害者福祉施設の復旧箇所数（箇所）
［累計］

0箇所
(0%)

119箇所
(86.2%)

112箇所
(81.2%) Ｂ

198箇所
(100%)

(平成22年度) (平成24年度) (平成24年度) 105.0% (平成25年度)
1

被災した高齢者福祉施設の復旧箇所数（箇所）
［累計］

0箇所
(0%)

181箇所
(91.4%)

190箇所
(96.0%) Ａ

129箇所
(93.5%)

(平成22年度) (平成24年度) (平成24年度) 94.1% (平成25年度)

平成２４年
県民意識調査

満足群の割合 不満群の割合
満足群・不満群
の割合による
区　　　　　分

　※満足群・不満群の割合による区分
　　　Ⅰ：満足群の割合50％以上
　　　　　　かつ不満群の割合25％未満
　　　Ⅱ：「Ⅰ」及び「Ⅲ」以外
　　　Ⅲ：満足群の割合50％未満
　　　　　　かつ不満群の割合25％以上

(満足＋やや満足) (やや不満＋不満)

47.1% 20.8% Ⅱ
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施策を推進する上での課題と対応方針　（原案）

課題 対応方針
・震災により心のケアを必要とする被災者へのサポートを充実させ
る必要がある。

・被災した特別養護老人ホーム，障害者支援施設等の社会福祉
施設の復旧を支援し，利用者に対するサービスの回復を図る必要
がある。

・被災した聴覚障害者の生活再建を支援していく必要がある。

・「みやぎ心のケアセンター」などによる相談支援体制等の強化と
ともに，心のケアに関する訪問支援や自殺対策を強化する取組を
支援していく。

・障害福祉サービス事業所等へのアドバイザー派遣などにより，事
業所の復旧支援を図っていく。

・「みやぎ被災聴覚障害者情報支援センター」により，生活関連情
報の提供や相談支援を推進していくとともに，同センターの活動
評価も行いながら，将来的な聴覚障害者の支援拠点の在り方を
検討していく。

・平成24年県民意識調査結果では，高重視群が80.3%と高く，この施策が県民にとって重要であると認識されていることが分か
る。一方，満足群のかなりの割合を「やや満足」が占めているため，施策の推進により満足度を向上させ，県民の高い期待に応
えていく必要がある。

・東日本大震災の被災者支援とともに，被災した社会福祉施設等の復旧を図るために財政支援が必要となっているが，国等か
らの支援もあり，着実に事業を推進している。

・東日本大震災で被害を受けた被災者の心のケアを行う「みやぎ心のケアセンター」の運営，特別養護老人ホーム，障害者支
援施設等の社会福祉施設の早期復旧，被災した聴覚障害者の生活再建を支援する「みやぎ被災聴覚障害者情報支援セン
ター」の運営，応急仮設住宅や在宅の被災した高齢者等を支援するサポートセンターの運営などを着実に推進している。全て
の事業で成果を上げ，又はある程度の成果を上げており，震災からの復興の推進に寄与していると評価できる。

目標指標等，県民意識，社会経済情勢，事業の実績及び成果等から見て，施策に期待される成果を発現させ
ることができたかという視点で，総合的に施策の成果を評価する。

評価の視点：※

概ね順調■　施策評価　（原案）

事業
の成
果等

社会
経済
情勢

県民
意識

目標
指標
等

評価の理由
・目標指標等については，ほぼ目標を達成している。目標指標等「被災した高齢者福祉施設の復旧箇所数」については，平成
25年度までに，被災した事業所すべてが社会福祉施設等復旧費補助事業等の活用により，本復旧工事を完了することを目指
している。被災市町における従前地での再建や移転新築用地の確保が困難である状況の中，目標値を上回る実績であり，復
旧が順調に進んでいると評価できる。目標指標等「被災した障害者福祉施設の復旧箇所数」については，補助制度の活用等に
より早期の復旧を目指しており，平成24年度末までに112か所で災害復旧工事及び設備・備品等の整備が完了し，事業が再開
できている。
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目標値の
設定根拠

・建築制限等により場所の選定ができずに本復旧が遅れる見込みの一部施設を
除く，全被災施設の完全復旧を目指し，目標値を設定した。

実績値の
分析

・国，県の補助事業等の財政支援により，復旧事業を促進することができたが，
建築制限等により場所が選定できない施設等があり，目標値を下回った。

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

-

- -

2

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H23 H24 H25 H26

達成率 - 106.3% 94.1%

目標値 -

指標測定年度 H22 H23 H24

目標指標等の状況

達成率 - 100.0% 105.0% -

H24

［ストック型］
目標値

H25 -

8箇所 181箇所 198箇所

(4.0%) (100%)
0箇所 8箇所

H25 H26

被災した高齢者福祉施設
の復旧箇所数（箇所）［累
計］

東日本大震災により被災し
た高齢者福祉施設のうち，
復旧が完了した施設の箇
所数

実績値の
分析

・被災施設の復旧には多額の財政負担が伴うが，国，県による災害復旧補助等
の財政支援が功を奏し，目標値を上回ったものと考える。

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

-

-

指標測定年度 H22 H23

- -1

(0%) (4.0%) (96.0%)

平成25年度政策評価・施策評価基本票

H26

東日本大震災により被災し
た障害者福祉施設のうち，
復旧が完了した施設の箇
所数

・平成25年度までに，被災し閉鎖した事業所すべてが社会福祉施設等災害復旧
事業等の活用により，本復旧工事を完了することを目標値として設定した。

実績値 - -

評価対象年度 平成24年度 政策 2 施策 3

　■達成率（%）　　フロー型：実績値／目標値　　ストック型：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H23 H24 H25

(91.4%)

(86.2%) (93.5%)

190箇所

目標値の
設定根拠

被災した障害者福祉施設
の復旧箇所数（箇所）［累
計］

(0%) (61.6%) (81.2%)

80箇所 119箇所

0箇所 85箇所 112箇所

［ストック型］

- -実績値

-
129箇所

(58.0%)

0

50

100

150

200

250

H22 H23 H24 H25

目標

実績

0

20

40

60

80

100

120

140

H22 H23 H24 H25 H26

目標

実績
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※ 沿岸部　：　沿岸15市町
内陸部　：　沿岸部以外の市町村

評価対象年度 平成24年度 政策 2 施策 3

県民意識調査結果

調査実施年度
（調査名称）

平成24年度
（平成24年県民意識調査）

平成25年度
（平成  年県民意識調査）

平成  年度
（平成  年県民意識調査）

県
　
全
　
体

この
施策に
対する
重視
度

重　　　要 高重視群
の割合

41.8%
80.3%

やや重要 38.5%

調査回答者数

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

7.1%
8.6%

重要ではない 1.5%

この
施策に
対する
満足
度

満　　　足 満足群
の割合

7.4%
47.1%

4.5%

分からない 11.1%

分からない 32.2%

やや不満 不満群
の割合

16.3%
20.8%

1,939

不満

やや満足 39.7%

調査回答者数 1,922

やや重要 39.0%

沿
　
岸
　
部

この
施策に
対する
重視
度

重　　　要 高重視群
の割合

41.1%
80.1%

調査回答者数 790

重要ではない 1.5%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

7.5%
9.0%

この
施策に
対する
満足
度

満　　　足 満足群
の割合

6.7%
44.7%

4.1%

分からない 10.9%

分からない 33.3%

やや不満 不満群
の割合

17.9%
22.0%

やや満足 38.0%

やや重要 38.2%

不満

内
　
陸
　
部

この
施策に
対する
重視
度

重　　　要 高重視群
の割合

42.0%
80.2%

やや不満 不満群
の割合

15.0%
19.8%

不満

やや満足 41.0%

満　　　足

分からない 31.5%

調査回答者数 1,141

分からない 11.3%

重要ではない 1.6%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

この
施策に
対する
満足
度

満足群
の割合

7.8%
48.8%

4.8%

平成25年度政策評価・施策評価基本票

調査回答者数 1,134

6.9%
8.5%

調査回答者数 781
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緊
急

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

拡充
H22 H23 H24 H25

❶
０４

被災地精神保健
対策事業

168,453

　被災した精神障害者（未治療者や治療中
断している者等）の在宅生活の継続を図る
ため，多職種チームによる訪問支援を行
う。また，被災者の心のケアを行う市町村に
助成を行い，訪問・相談活動の強化等を図
る。

・アウトリーチ（訪問支援）事業は，岩沼，石巻，
気仙沼の3地区4医療機関等で実施した。
・仙台市が行う被災者の心のケア事業に助成し
た。

4

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組22 - 67,377 168,453 -

緊
急

教育庁
6①❸ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

高校教育課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 拡充
H22 H23 H24 H25

❶
０３

高等学校スクー
ルカウンセラー
活用事業

114,115

　生徒が精神的に安定した学校生活を送
れるよう，臨床心理に関して高度に専門的
な知識，経験を有するスクールカウンセ
ラーを配置・派遣する。また，震災後の心の
ケア対策として，教員とカウンセラーの研修
会や情報交換会を実施するなど，相談体
制の強化を図る。

・全県立高校(特別支援3校を含め79校）にス
クールカウンセラーを基本配置した上で，震災
後の心のケア対応として，学校のニーズに合わ
せ追加派遣を行った。また，被災地域の学校に
は複数のカウンセラーを特別配置（11校12人）
し，派遣回数を増やしたことで，心のケアの必要
な生徒を把握し，その対応ができ，相談体制も
確立した。

3

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

取組16 - 104,364 114,115 -

322,372 421,448 -

緊
急

教育庁
6①❸ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

義務教育課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

拡充
H22 H23 H24 H25

H23 H24 H25

❶
０２

教育相談充実事
業

421,448

　震災により精神的苦痛を受けた児童生徒
が，早期に正常な学習活動に戻れるように
するため，スクールカウンセラーの配置・派
遣などを通して，一人一人へのきめ細かい
心のケアを行うとともに，学校生活の中で心
の安定が図られるよう，相談・支援体制の一
層の整備を図る。

・全公立中学校146校にスクールカウンセラーを
配置。広域カウンセラーを全34市町村に配置
し，域内の小学校に対応した（県外長期派遣16
人活用）。学校や市町村教委の要請に応じ県
内・県外スクールカウンセラーを随時派遣した。
県外継続派遣のべ523人（2月末）
・事務所専門カウンセラーの配置回数を70回と
し，相談活動を行うとともに域内のスクールカウ
ンセラーの指導助言を行った。相談件数，相談
人数とも前年度より増加した。

2

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

取組16 -

1

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組22 - 59,832 424,000 -

緊
急

保健福祉部
事業の分析結果

宮城県震災復興推進事業

評
価
番
号

平成24年度
決算見込額

（千円） 事業の状況

事業主体等 特記事項

評価対象年度 平成24年度 政策 2

❶
０１

心のケアセン
ター事業

424,000

　被災者の震災による心的外傷後ストレス
障害（ＰＴＳＤ），うつ病，アルコール依存，
自殺等の心の問題に長期的に対応すると
ともに，被災精神障害者の医療と地域生活
を支援するため，心のケアの拠点となるセ
ンターの運営を支援する。

・平成23年12月に仙台市内に基幹センターの
「みやぎ心のケアセンター」を設置し，平成24年
4月に石巻と気仙沼市内に「地域センター」を設
置した。
・保健所，被災市町，サポートセンター，関係団
体と連携して相談，支援者支援，人材育成・研
修等を実施した。

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

拡充
H22

施策 3

平成25年度政策評価・施策評価基本票

事
業
番
号

事　業　名

461



保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

長寿社会政策課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❷
０４

特別養護老人
ホーム建設費補
助事業

738,900

　震災により特別養護老人ホーム等への入
所希望者の増加が予想されることから，入
所待機者の解消を図るため，広域型（定員
30人以上）の特別養護老人ホーム新築等
に対して建設費用を補助する。

・新築　3か所　（うちH24年度分1か所）
・増築　2か所　（うちH24年度分0か所）

10

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

取組21 - 657,200 738,900 -

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

長寿社会政策課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

介護サービス事
業所・施設等復
旧支援事業

489,189

　被災地で生活する要介護高齢者の介護
サービス等を確保するため，震災により被
災した介護サービス事業者に対し，事業再
開に要する経費を補助する。

・通所介護 13（うちH24年度分は2）事業所
・訪問介護 7事業所
・居宅介護支援 7事業所
・介護老人保健施設 7（うちH24年度分は1）施
設　ほか

❷
０３

9

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

　計66（うちH24年度分は3）事業所・施設

関連：取組21 - 763,034 489,189 -

緊
急

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

緊
急

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

長寿社会政策課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❷
０２

老人福祉施設等
災害復旧支援事
業

34,309

　被災した老人福祉施設等のうち災害復旧
費国庫補助金の支援対象とならない施設
への復旧費用を補助する。

・老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ　8か所（うちH24年度分5か所）
・老人短期入所施設　1か所（うちH24年度分1か
所）

8

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組21 - 28,667 34,309 -

緊
急

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

長寿社会政策課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❷
０１

社会福祉施設等
復旧費補助事業

857,158

　要介護高齢者のサービス提供機能の回
復と老人福祉施設等の早期復旧を図るた
め，被災施設の復旧費用の一部を補助す
る。

・特別養護老人ホーム　16施設
・介護老人保健施設　11施設
・老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ　8施設 等　　計96施設
　　　　　　　　　　　　　　（うちH24年度分55施設）

7

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組21 - 600,080 857,158 -

緊
急

保健福祉部
2②❶ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

子育て支援課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

拡充
H22 H23 H24 H25

❶
０６

子どものこころ
のケア推進事業

13,259

被災し心に深い傷を負った子どもたちの支
援を行うため，児童精神科医等により構成
される「子どもの心のケアチーム」を設置，
巡回相談等を実施。市町が実施する，乳幼
児健診への心理士を派遣する。

「子どもの心のケアチーム」　延べ181日，195か
所
乳幼児健診への心理士派遣　139回
保育士等研修　延べ　76回

6

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組13 - 6,489 13,259 -

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 拡充
H22 H23 H24 H25

❶
０５

自殺対策緊急強
化事業

57,290

　震災で様々な問題を抱え，自殺に追い込
まれる被災者が増加することが懸念される
ことから，自殺を防ぐための人材を養成する
とともに，県民への広報啓発や市町村・民
間団体が実施する自殺対策事業等に助成
を行う。

・県精神保健福祉センター，保健福祉事務所等
が自殺対策の人材養成，強化モデル事業等を
実施した。
・市町村，民間団体が行う対面型相談，電話相
談，人材養成，強化モデル事業に対し補助し
た。
平成24年度実績見込：補助件数39件（市町村
27,民間団体12）

5

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

取組20 - 41,310 57,290 -

462



保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

廃止
H22 H23 H24 H25

❷
１４

障害者施設非常
用発電機設置費
補助事業

4,500

　震災等による電力供給不足を解消するた
め，人工呼吸器を必要とする入所者を有す
る施設に対して，自家発電装置整備費用を
補助する。

・仙台市内の施設を除く県内1法人1施設が自
家発電設備の整備を行った。

16

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組22 - 3,500 4,500 -

緊
急

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

廃止
H22 H23 H24 H25

❷
１３

障害福祉サービ
ス事業所等復旧
支援費補助事業

33,432

　被災した障害福祉サービス事業所等の事
業展開に要する経費（備品・設備等）を補
助する。

・仙台市内の施設を除く県内8法人13事業所が
事業再開に必要な設備・備品等の整備を行っ
た。

15

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組22 - 126,888 33,432 -

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

縮小
H22 H23 H24 H25

❷
１０

障害福祉施設整
備復旧支援事業

36,904

　福祉施設サービスの回復を図るため，障
害者支援施設等の復旧に当たり，国庫補
助の災害復旧事業の自己負担金の一部を
補助する。

・被災した障害福祉サービス事業所等22施設に
ついて，災害復旧国庫補助の事業者自己負担
分の1/4を補助金として交付することで，事業者
の負担軽減を図り，施設の早期復旧を支援し
た。14

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組22 - - 36,904 -

緊
急

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

縮小
H22 H23 H24 H25

❷
０８

障害福祉施設整
備復旧事業

683,242

　福祉施設サービスの回復を図るため，障
害者支援施設など社会福祉施設の復旧費
用の一部を補助する。

・被災した障害福祉サービス事業所等24施設に
補助金を交付し，施設の早期復旧を支援した。

13

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組22 - 28,306 683,242 -

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

長寿社会政策課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 廃止
H22 H23 H24 H25

❷
０６

介護施設等自家
発電装置整備事
業

33,344

　震災等による電力供給不足を解消するた
め，人工呼吸器等を必要とする入所者を擁
する施設に対して，自家発電装置整備費
用を補助する。

・11事業者（うちH24年度分 0事業者）

12

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組21 - 70,379 33,344 -

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

長寿社会政策課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 拡充
H22 H23 H24 H25

❷
０５

介護基盤緊急整
備特別対策事業

2,764,707

　被災した地域密着型施設のうち，社会福
祉施設等災害復旧費補助金の支援対象と
ならない施設への復旧支援を補助する。

・地域密着型特別養護老人ホーム　13か所
・認知症ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ　8か所
・小規模多機能型居宅介護事業所　3か所
・スプリンクラー整備　24か所　等　　　計55か所
　　　　　　　　　　　　　（うちH24年度分20か所）11

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組21 - 3,492,824 2,764,707 -

463



保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

❸
０８

被災障害者等情
報支援事業

22,680

　被災した聴覚障害者の生活再建に向け
た情報発信や相談支援を行うほか，聴覚障
害者が地域の中で安心して暮らすための
環境づくりを支援する。

・アンケートにおいて訪問希望があった102人全
員の訪問活動を実施したほか，被災市町にお
いて巡回相談会を開催するなど，個々の被災聴
覚障害者に寄り添った支援を行った。

22

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組22 - 5,184 22,680 -

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❸
０７

障害者サポート
センター整備事
業

17,671

　被災した障害児者とその家族に対して，
交流の場の提供をはじめ，生活相談，緊急
時対応，安否確認等生活支援を行う。

・被災した障害児者及びその家族への生活支
援を実施した法人に対し助成を実施した。

21

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組22 - 17,047 17,671 -

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❸
０５

被災障害者相談
支援者養成事業

7,850

　被災した障害児者の相談支援に従事す
る職員への研修を行う。

・経験年数に応じた研修3コースを各1回開催
（受講者数計185人）
・アドバイザー派遣59回

20

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組22 - 2,254 7,850 -

保健福祉部
1①❶ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

長寿社会政策課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

❸
０３

地域支え合い体
制づくり事業（サ
ポートセンター
等整備事業）

1,578,816

　被災地域で高齢者等が安心して生活でき
るよう，地域の支え合い活動の立ち上げ支
援や，応急仮設住宅内等へのサポートセン
ターの設置・運営，避難所等における福祉
的ケアの実施・相談・生活支援等を行う。

・仮設住宅サポートセンターの開設及び運営費
補助（13市町で62か所，総合相談・巡回訪問・
交流サロン実施補助）
・県サポートセンター支援事務所の開設及び運
営（市町サポートセンターの運営支援，サポート
センタースタッフ研修実施延べ約700人受講）な
ど

19

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組24 - - 1,578,816 -

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

廃止
H22 H23 H24 H25

❷
１７

障害者福祉施設
放射線量低減対
策事業

1,428

　県が土地・建物を貸与している障害者支
援施設「不忘園」において国の基準値を上
回る空間放射線量が測定されたことから，
除染を実施する。

・除草による除染を実施した。

18

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組22 - - 1,428 -

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

❷
１６

県有施設災害復
旧事業

107,412

　震災により破損した当課所管の県有施設
について修繕を行う。

・平成24年度は，不忘園，七ツ森希望の家，障
害者福祉センター，障害者総合体育センター，
視覚障害者情報センター5施設の災害復旧工
事が完了した。

17

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組22 - 16,465 107,412 -

464



震災復興・企画
部

1①❹ 再掲 事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

地域復興支援課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 拡充
H22 H23 H24 H25

❸
１１

復興活動支援事
業

99,785

　住民が安心して暮らせる地域社会の実現
に向け，様々な主体と協調・連携し，被災
地域のコミュニティを再生するための支援
体制を整備するとともに，住民主体による地
域活動を支援し，住民同士の交流機会を
創出する。

・市町村や関係団体と連携し復興応援隊を8地
区で結成。それぞれの地域が抱える課題や
ニーズに応じて住民が主体となって取り組んで
いる活動を支援した。

25

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組24 - - 99,785 -

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

拡充
H22 H23 H24 H25

❸
１０

障害福祉サービ
ス基盤整備事業

78,026

　障害児者に対する福祉サービスが円滑に
提供できるよう事業所を支援する体制整備
を進める。

・南三陸町において，障害児に対するレスパイト
事業（日中預かりサービス）等の支援体制の構
築ができた。
・また，被災した県内の障害者の就労事業所が
新たな業務開拓ができるよう体制を構築した。

24

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組22 - 2,877 78,026 -

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

障害福祉課
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

❸
０９

被災地における
知的障害児（者）
等地域支え合い
体制づくり事業

19,474

　被災した知的障害児者とその家族の生活
再建のため，支援の核となる人材の育成等
地域で支え合う体制づくりを実施する団体
へ補助を行う。

・南三陸町及び山元町において，知的障害者を
地域で支えるための勉強会の開催や専門家に
よる療育相談の実施のほか，避難所における新
たなコミュニティ構築のための交流会等を開催し
た。23

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

関連：取組22 - 6,239 19,474 -

被災地域福祉推
進事業

970,000

　被災した地域において「絆」や「つながり」
を持ち続けることができるよう，住民ニーズ
の把握や見守り等の支援体制の構築など，
市町村等が実施する地域支援の仕組みに
よる社会的包摂を進めるための事業に要す
る経費を補助する。

・被災者支援事業を実施した17団体（自治体：
11，社協：4，NPO法人：2）に対し補助金を交付
した。
○主な実施事業
・生活支援相談員等の配置による被災者の孤
立防止活動
・つながりの場の設定
・就労，就学支援
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事業概要 平成24年度の実施状況・成果

社会福祉課
H25

関連：取組22 - 86,393 970,000 -

ビジョン

保健福祉部

❸
１４

-

ビジョン
妥当

成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

③効率性 次年度の方向性

国際経済・交流
課

H24

3,715

決算（見込）額計 9,782,800

決算（見込）額計（再掲分除き） 7,549,969

H23
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多文化共生推進
事業

❸
１５

・みやぎ外国人相談センターの設置（6言語での
相談対応。相談件数(12月末現在）274件）
・災害時通訳ボランティアの募集，研修会の開
催
・多文化共生シンポジウムの開催
・市町村等担当者研修会の開催
・多文化共生研修会の開催
・多文化共生社会推進審議会の開催

経済商工観光部
1①❹ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

H25

取組26 - 5,408

①必要性

5,408

　国籍や民族等の違いにかかわらず，県民
すべての人権が尊重され，だれもが社会参
加できる「多文化共生社会」の形成を目指
し，日本人と外国人の間に立ちはだかる
「意識の壁」，「言葉の壁」，「生活の壁」を
解消することにより，自立と社会参加を促進
するとともに，災害時の緊急時においても
外国人の生活の安全・安心を図る。

事業概要 平成24年度の実施状況・成果

②有効性

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24
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